
刑事訴訟法の再審規定の速やかな改正を求める意見書 

 

冤罪は、国家による取り返しのつかない重大な人権侵害であり、その唯一の救済手

段である再審制度については、刑事訴訟法第４編再審に定められている。 

しかしながら、現行の刑事訴訟法では再審請求手続に関する規定は19箇条しかなく

具体的な審理の進め方や証拠開示の基準等は、事件を担当した裁判所の裁量に委ねら

れている現状にある。そのため、事件を担当する裁判所によって審理の進め方が異な

っており、再審請求手続の審理の適正さが制度的に担保されず、公平性も損なわれて

いる。 

適正かつ公平な裁判手続の下、冤罪被害者を速やかに救済するためには、再審手続

に関する法の不備を速やかに是正する必要がある。 

よって、国におかれては、冤罪被害者を一刻も早く救済するため、刑事訴訟法の再審

規定の速やかな改正を強く求める。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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